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　（目的）

第一条　この法律は、酒類小売業免許に係る規制緩和の進展に伴い、多数の酒類小売業

者の経営の維持が困難となる等の急激な社会経済状況の変化が生じている現状にかん

がみ、緊急の措置として、緊急調整地域における酒類小売業免許の付与を制限すると

ともに、酒類小売業者の経営の改善及び転廃業の円滑化のための措置をとることによ

り、規制緩和の円滑な推進に資することを目的とする。

　（定義）

第二条　この法律において「酒類」とは、酒税法（昭和二十八年法律第六号）第二条第

一項に規定する酒類をいう。

２　この法律において「酒類小売業免許」とは、酒税法第九条第一項の規定による酒類

の販売業免許（販売の代理業又は媒介業に係るものを除く。）のうち同法第十一条の

規定により販売方法として酒類販売業者（同法第九条第一項の規定により酒類の販売

業免許を受けた者をいう。）又は酒類製造業者（同法第七条第一項の規定により酒類

の製造免許を受けて酒類の製造を業とする者及び同法第二十八条第六項の規定により

酒類製造者とみなされた者でその酒類に自己の商標を表示して販売することを業とす

る者をいう。）に対する販売に限る旨の条件を付されたもの以外のものをいう。

３　この法律において「酒類小売業者」とは、酒類小売業免許を受けた者をいう。

４　この法律において「酒類小売販売場」とは、酒類小売業者が酒類小売業免許を受け

て酒類の販売業を営む場所をいう。

　　　第二章　緊急調整地域における酒類小売業免許の付与の制限等

　（緊急調整地域の指定）

第三条　税務署長は、次に掲げる要件に該当する地域を、緊急調整地域として指定する

ことができる。

　一　当該地域において酒類の需要に対してその供給能力が著しく過剰であり、当該地

域に存する酒類小売販売場（酒類小売業免許について酒税法第九条第二項の規定に

より期限が付されている酒類小売販売場その他の政令で定める酒類小売販売場を除



く。以下この項において同じ。）のうちに酒類の販売数量の減少が著しいこと等に

より酒類の販売業の継続が困難な酒類小売販売場が占める割合が著しく高い場合と

して政令で定める要件に該当すること。

　二　当該地域に存する酒類小売販売場の過半数について、財務省令で定めるところに

より、次に掲げる事項について定められた経営の改善のための計画が酒類小売業者

から税務署長に提出されていること。

　　イ　経営の改善の目標

　　ロ　仕入れ又は配送の共同化、経営形態の転換、経営管理の合理化、設備の近代化

その他の経営の改善のために実施する措置の内容

　　ハ　経営の改善を実現するための期間

　　ニ　その他財務省令で定める事項

２　緊急調整地域の区域は、一の市町村（特別区及び地方自治法（昭和二十二年法律第

六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市の区を含む。）の区域を超えない

ものとする。

３　第一項の規定による緊急調整地域の指定の有効期間は、一年とする。

４　税務署長は、第一項の規定により緊急調整地域を指定する場合には、関係市町村長

（特別区の区長を含む。）の意見を聴かなければならない。

５　税務署長は、第一項の規定により緊急調整地域を指定する場合には、その旨及びそ

の区域を公告しなければならない。

　（酒類小売業免許の付与の制限等）

第四条　税務署長は、緊急調整地域においては、酒類小売業免許の付与及び酒税法第十

六条第一項の規定による他の地域からの酒類小売販売場の移転の許可を行ってはなら

ない。ただし、同法第十一条の規定により販売方法として通信販売に限る旨の条件を

付して酒類小売業免許を付与する場合その他の政令で定める場合については、この限

りでない。

　（緊急調整地域の指定の解除）

第五条　税務署長は、緊急調整地域についてその指定の必要がなくなったと認めるとき

は、当該指定を解除しなければならない。

２　第三条第四項及び第五項の規定は、前項の規定により緊急調整地域の指定を解除す

る場合について準用する。

　（報告の徴収等）

第六条　税務署長は、第三条の規定により緊急調整地域を指定し、又は前条の規定によ

りその指定を解除する場合において必要があると認めるときは、その必要な限度にお

いて、酒類小売業者に対し、報告を求め、又は当該職員に、関係者に対し質問させ、

若しくはその事務所若しくは事業所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検査さ

せることができる。



２　前項の規定による質問又は立入検査を行う場合においては、当該職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。

３　第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。

　　　第三章　財政上の措置

第七条　国は、酒類小売業者による第三条第一項第二号の経営の改善のための計画の実

施及び酒類小売業者の転廃業の円滑化に資するため、必要な財政上の措置を講ずるも

のとする。

　　　第四章　罰則

第八条　第六条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による当該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をし、若しくは

その職務の執行を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、十万円以下の罰金に処する。

２　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関して、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人

又は人に対しても、同項の刑を科する。

　　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、平成十四年八月三十一日までの間において政令で定める日から施

行する。

　（検討）

第二条　政府は、この法律の施行の状況、酒類の特性、地域社会における酒類小売業者

の役割等を勘案し、酒類の販売業免許の制度の在り方について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

　（この法律の失効）

第三条　この法律は、平成十七年八月三十一日限り、その効力を失う。

　（罰則に関する経過措置）

第四条　この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、前

条の規定にかかわらず、同条に規定する日後も、なおその効力を有する。

　（政令への委任）

第五条　前条に規定するもののほか、この法律の失効に伴い必要な経過措置は、政令で

定める。


